
 

 

 

産業建設常任委員会資料 

都市整備部住まい政策課 

議案第６９号  

訴えの提起について 

 

資料１ 入居時からの家賃の変遷 

 

期間 家賃額 備考 

平成３年５月から平成１０年３月まで 44,000円   

平成１０年度 45,000円 ※１ 

※
１
応
能
応
益
家
賃
制
度
に
よ
る
家
賃
額 

平成１１年度 50,400円  

平成１２年度 46,200円  

平成１３年度 34,700円  

平成１４年度 40,500円  

平成１５年度 40,000円  

平成１６年度 33,700円  

平成１７年度 39,900円  

平成１８年度 46,000円  

平成１９年度 44,500円  

平成２０年度 50,200円  

平成２１年４月から平成２１年６月まで 50,600円  

平成２１年７月から平成２４年３月まで 13,400円 ※２ 

平成２４年度 26,900円  

平成２５年度から平成２８年度まで 26,600円  

平成２９年度 30,700円  

平成３０年４月から平成３１年２月まで 39,500円  

※１ 公営住宅法の一部を改正する法律により、公営住宅の家賃は入居者の収入と住宅の

立地条件、規模等に応じて設定されることとなった。 

（応能応益家賃制度の導入：平成 10年 4月 1日施行） 

※２ 低額収入による減免後の家賃 


